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■感染被害は小さいものの、景気は大幅悪化 

世界的な新型コロナウイルスの感染拡大は 3

月下旬以降、ミャンマーにも波及したが、感染被

害だけに限れば、その影響度合いは軽い。実際、

6 月 15 日時点までの人口 100 万人あたりの累計

感染者数は 4.9 人と、現在も感染拡大が続くイン

ドネシア（145.6 人）、マレーシア（255.7 人）、

フィリピン（240.1 人）等に比べ遥かに少ない人

数である。国内医療設備の不足を強く警戒する

ミャンマー政府が、国際線旅客便の受け入れ停止、

活動制限等各種措置を実施したことが奏功した

と考えられる。 

しかしながら、経済活動は新型コロナの影響で

大きく縮小しているとみられる。ミャンマーは統

計整備が進んでいないため、足元の経済全体を正

確に把握することは困難であるが、たとえば、

ミャンマー商業省の発表等から算出すると、2020

年 5月の輸出は前年同月比▲3割程度減少したよ

うである。特に、欧米等からの受注キャンセルを

受けて、繊維・靴製品輸出が大きく落ち込んだ。

現地報道によれば、繊維産業だけでも新型コロナ

の影響で 3 万人以上が失業したとされており、輸

出の減少は雇用・所得環境の悪化を通じて、内需

にも大きな下押し圧力をもたらしていると考え

られる。 

■「新型コロナウイルス経済救済計画」を発表 

こうしたなか、ミャンマー政府は 4 月 27 日に、経済の落ち込み緩和を目的とした「新型コロナウイル

ス経済救済計画」を発表した（右表）。その内容は、金融緩和から、企業向け減税、労働者・家計への

支援、モバイル決済促進等多岐にわたる。もっとも、以下の 2 点を考えると、景気下支え効果はあまり

期待できない。 

第 1 に追加的な財政支出がないことである。政府の発表によると、本計画は既存予算からの組み替え

を主たる資金源とする予定である。第 2 に詳細や金額が不明なものが多く、具体性に欠けていることで

ある。 

このような内容にもかかわらずミャンマー政府が発表を急いだ背景には、2020 年 11 月に控えている

総選挙の存在がある。2016 年に発足した現スーチー政権に対しては、憲法改正に固執するあまり、経済

対策が後回しになってきたとの批判が根強い。政権は新型コロナの経済対策を迅速に発表することで、

国民に経済重視の姿勢をアピールしようとしたとみられる。 

しかし、ミャンマー経済が新型コロナによる落ち込みから立ち直るのに必要なのは、選挙対策的なア

ピールではない。スーチー政権が、選挙戦が本格化してくるなかでも、効果的な経済政策とそれを担保

する資金の調達を実現できるかが、今後のミャンマー経済の回復を見通すうえでの注目点となる。 
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目的 主な内容

1

金融政策を通じ

たマクロ経済の

改善

・政策金利の引き下げ（3％ポイント）

・預金準備率の引き下げ

　（150ベーシスポイント）

・中銀による財政ファイナンスの拡充　等

2

投資・貿易・銀

行セクターの改

善を通じた民間

セクターの負担

軽減

・低金利ローンや政府保証付ローンの

　供給

・納税時期の繰り延べや各種減・免税

・中小企業向け融資の条件変更要請

・不良債権処理を目的とした資産管理機関

  の設立

・投資認可プロセスの簡素化や迅速化

・迅速な公共事業の実施

・特別貿易与信枠（1,000億チャット）の設定

・貿易関連手続の迅速化　等

3
労働者の負担

軽減

・失業給付金期間の延長

・公共事業での雇用創出　等

4
家計の負担軽

減

・電気料金の無料化や、食料給付

・家計向け融資の条件変更要請　等

5
イノベーション

の促進
・モバイル決済サービスの普及促進　等

6
ヘルスケアシス

テムの強化

・検疫・隔離施設の拡充

・医療品の輸入拡大

・医療人材の育成・拡充　等

7
新型コロナ対策

向け予算手当

・2019/20年度予算の10％をコロナ対策に

  割当　等

（出所）ミャンマー情報省、各種報道を基に日本総研作成

＜新型コロナウイルス経済救済計画＞


